
 
 
 

 
【談話】COP29 合意－途上国への気候⽀援資⾦は極めて不⼗分 

⽇本政府は責任を果たせる⾦額の⽀援を 
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COP29 の最⼤の焦点は途上国への気候⽀援の資⾦を確保することでした。現在の資⾦額は
1000 億ドルでしたが、CO2 排出量の少ない途上国の被害の拡⼤に対する責任は先進国にあ
るとの認識のもとに、その額の拡⼤が求められていたものです。途上国は年間１兆ドルの⽀
援を要求しましたが、合意は「2035 年までに 3000 億ドルへ」という極めて不⼗分なもの
で、途上国が強い不満の意志を表明する結果となりました。しかし、世界では各国の化⽯燃
料への補助⾦の総額が１兆ドルを超えており、昨年の COP の合意「化⽯燃料からの脱却」を
踏まえれば、途上国の要求に応える⼗分な財源はあるはずです。 
 
 途上国が先進国に求める１兆ドルは円換算で約 150 兆円、合意された 3000 億ドルは約 45
兆円です。⽇本の GDP が先進国の約 1 割であることや過去の実績に基づけば、4.5〜15 兆
円が求められています。これは、たとえば消費税で⾒れば全体の 1.6〜5.3％に相当する額と
なります。⽇本が国際的な責任を果たし、本気で途上国⽀援に取り組む意思があるのかどう
かが問われています。 
 ところが、10 ⽉の総選挙で気候資⾦⽀援の政策を提⾔した政党はありませんでした。政府
も与野党も、問題意識は極めて低いと⾔わざるを得ません。 

イギリス緑の党は、今年７⽉の総選挙で、2033 年までに年間で 10 兆円の気候⽀援資⾦を
公約に掲げて躍進しました。⽇本でも、途上国への気候資⾦の拡充を掲げる政党の躍進が求
められています。緑の党グリーンズジャパンの役割と責任は極めて重いと受け⽌めなければ
なりません。 
 
 他⽅で、来年２⽉までに提出が義務付けられている 2035 年の削減⽬標については、イギ
リスが 81％(1990 年⽐)という意欲的な引き上げを表明した以外は、⼤きな前進はありませ
んでした。COP からの脱退を主張するトランプ⽒の⼤統領選の勝利が影響していると指摘さ
れています。 
 ⽇本政府は COP29 の終了を待って、2035 年の削減⽬標を 60％(2013 年⽐)と極めて低
い数値で済ませようとしています。IPCC や IEAの提⾔では、少なくとも 2013 年⽐で 66％、
先進国の責任としては 85％削減(2013 年⽐)が求められることになります。だからこそ私た
ちは、今年５⽉、政府に対し「85％削減」を申し⼊れています。 
 
 第７次エネルギー基本計画の議論が最終段階を迎え、原案公表とパブコメが年内にも始ま
ろうとしています。緑の党は、1.5℃⽬標に整合する CO２削減⽬標の引き上げ、そして途上
国への気候資⾦⽀援の責任を果たすことを、政府と国会、そしてすべての政党に強く求めま
す。 
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